










































る。 cf.W. Beveridge， Social Insurance and Allied services (London 1942 N ew Y ork 
reproduced 1969)山田雄三監訳『ベウボアリジ報告 社会保険および関連サービスj(至誠
堂， 1969年)参照。
4 ) ウェッブ夫妻の伝記的研究は，枚挙にいとまがないほどであるが， rナショナル・ミニマ
ムJ概念に言及したものすらほとんどない。いまだに著作の刊行を見ないが，数十年間に
わたって夫妻の伝記的研究を行っているといわれる，ロイドン・ハリスン (RoydenHar-
rison)の視角は次のものからうかがうことができる。 Royden Harrison，“The Young 
Webb : 1859-1892" Bulletin 01 the Society舟rthe Study 01 Labour Histoηno.17 
(Autumn 1968) pp.15-17， do，“The Webbs as historians of trade unionism" in R. 
Samuel ed.， PeoPle包HistoηIand Socialist Theory (London 1981) pp. 322-323， R.ハ
リソン(大前真訳)rウェッブ夫妻小伝J(上)(下)r日本労働協会雑誌j298， 299号 (1984
年 2月， 3月)後に， R. Harrison，“Sidney and Beatrice Webb" in C. Levy ed.， Socialism 
and the intelligentia. 1880-1914 (London 1987) また伝記的研究として，すぐれている
ものに以下のものがある。 M.Cole， Beatrice Webb (London 1945)久保まち子訳『ウェ
ブ夫人の生涯j(誠文堂新光社， 1982年)， rフェビアン協会」およびフェビアン主義全般に
ついては， A. McBriar， Fabian Socialism and English POlitics， 1884-1918 (Cambridge 
1962)， N. and ]. Mackenzie， The First Fabians (London 1977)土屋宏之・太田玲子・
佐川勇二訳『フェビアン協会物語j(ありえす書房， 1984年)， P. Lee and C. Raban， vfセ的n
Theoη and Social Policy (London 1988)向井喜典・藤井透訳『福祉理論と社会政策J






ョナル・ミニマムの理論と政策(1 ) J r三田商学研究j15巻 2号 (1972年 6月)，同「ナシ
ョナル・ミニマム思想、とその系譜Jr社会保障講座 l 社会保障の思想、と理論j(総合労働





















5 )精神史研究の素材として，従来， B. Webb， My Apprenticeship (London 1926)， do， Our 
Partnership (London 1948)が使用されてきたが，近年， I日記」のほぼすべてを網羅し
たものが，マッケンジ一夫妻の編集によって刊行された。 cf.N. and J. MacKenzie ed.， 
The Diary 01 Beatrice Webb vol. 1-4 (London 1982-1984) これらを利用したもののう
ちで，すぐれた精神史研究として， D. E. Nord， The ApprenticeshiP 01 Beatrice Webb 
(Amherst 1985)があげられる。わが国では，きしあたり名古忠行『フェビアン協会の研
究.] (法律文化社， 1987年)を参照されたい。
6) 1960年にイギリスで創設された「労働史協会J(Society for the Study of Labour 
History)の第 4回大会 (1962年 1月)での三編の報告が，ウェッブ夫妻の研究の方法を批
判的に見直すきっかけになったことは，飯田鼎によってすでに紹介きれている。飯田鼎「く訳
者解題〉ウェッブ夫妻と「労働組合運動の歴史JS. and B. Webb， The Histoη01 Trade 
Unioηism (London 1894， 1920 ed.)荒畑寒村監訳 飯田鼎・高橋洗訳『労働組合運動の
歴史.] (日本労働協会， 1973年)所収， 891-938頁参照。 cf.“TheWebbs as historians of 
Trade Unionism" iIl Bulletin 01 the Society lor the Stu砂 01Labour History no. 4 
(Spring 1962) pp.4-9.このような研究動向のなかには， 19世紀中葉の労働組合の行動に
関して，実証的にも夫妻の研究は十分で、はなかったとした， R. V. Clements，“British 
Trade Unions and Popular Political Economy， 1850-1875" Economic Histoη Review 







“British Trade Unions and Popular Political Economy， 1860-1880" Historical Journal 
vol. 30 no. 4 (Dec. 1987) pp. 811-840.や，結論に必ずしも同意できないが， rイギリス救
貧法史.] (English Poor Law Hisory)が執筆された当時のウェッブ夫妻の「政治家」と
しての側面を明らかにした， A. J. Kidd，“Historians or polemicists? How the Webbs 
wrote their history of the English poor laws" Economic Histoη1 Review 2nd. ser. vol. 
15 no. 3 (August 1987) pp. 400-417が発表されるなど，今日， 1960年代に確立きれた「ウ
エッブ像」に安住しておける状況ではなくなったといえよう。本稿もこれまでの「ウエツ
ブ像」に修正を与えることを目的とした試論である。




























7) S. and B. Webb， The History 01 Trade Unionism， op. cit.， pp. VII-VIII，邦訳書 3
-4頁。なお本稿は，原著に関しては1894年版を使用した。
8 ) この代表的な文献として， E. P. Thompson， The Making 01 the English Working 
Class (London 1963， Pelican Books 1984)， E.]. Hobsbawm， Labouring Men， Studies 
in the History 01 Labour (London 1964)鈴木幹久・永井義雄訳『イギリス労働史研究』
(ミネルヴァ書房， 1984年)があげられる。





























げられる。 S.Webb， Socialism in England (London， 1890)， do.， London Programme 
(London， 1891)， do.，“The work of the London County Council" Contemporary 
Review， vol. 67 (J an. 1895) pp. 130-152， do.，“The Economics of Direct Employment" 
Fabian Tracf， nO.34 (2nd. ed. Feb 1900) pp.1-15. 

























るであろう。ここでは， 1889年に刊行きれた『フェビアン論集j(~αbian Essays， 1889) 





社会」を読むーコンベンショナル・ミニマムのー源流-J r悌教大学報』第43号 (1993年 9
月) 12-15頁，を参照されたい。
12) 本節で引用するウェッブ夫妻の叙述は， とくに断りのない限り， S. & B. Webb， lndus-
trial Democracy， op. cit.， pp. 654-702，邦訳書， 792-856頁からのものである。






























13) Cf. S. Webb.，“Historic" in G. B. Shaw， S.Webb， G. Wallas， S.01ivier， W. Clarke， 
A. Besant and H. Bland， (With a New Introduction by A. Briggs) Fabian Essays 
(London 1889， 6th. ed. 1979) pp: 62-93. 
























14) “bulwark"という表現は， S. & B. Webb， lndustrial Democracy， op. cit.， pp. 696 




日に，ピアトリスが「労働組合主義の範囲J(The Sphere of Trade Unionism) と題し
た講演を行い，そこで「標準賃金率の防波堤 (theDyke of the Standard Rate )は，賃
金の下落を防ぐのに不可欠で、ある」と語っていた事実は注目に値しよう。 cf.“PublicLec-










を， I初期の共通規則J(an incipient Common Rule)， I本能的な生活水準J(instinctive 





























16) Ibid.， p.566，邦訳書 682頁。





























作った」という指摘がなされた。 S.and B. Webb， The History 01 Trade Unionism， op. 




19) S. & B. Webb， lndustrial Democracy， op. cit.， p.700. 邦訳書 854頁。
























の団体の結成には，一定の人格的独立と力強い性格が必要で、ある」と。 s.and B. Webb， 






















rate of wages) を確立することに貢献するであろう」とした箇所である 22)。第 2は，
I[ロンドン・ドック]ストライキによって，……ドック労働者のタナー (tanner) [1 
時間あたり 6ペンス]が，ロンドンの“モラル・ミニマム" (“moral minimum")賃
金として定められた。」というものであった問。この叙述から考えられることは， MM  
とは， 1880年代後半イギリスにおいて都市を中心に行われた，社会主義者による改革
運動(=I都市社会主義J) の内容と深い結びつきがあろうという点である判。さら
に， MMとは， 1889年ドック・ストライキによって獲得された 1時間あたり 6ペン
スという具体的な時間賃金率を指し示す概念ではなかろうかということである。そこ
21) われわれは， 1労働に関する王立委員会」の「少数派報告Jで， 1結論jの第 1項目に 1(a.) 
政府およびすべての地方当局によって，直接的な公共雇用が明白に，広〈公然と採用され
ること。そして，いついかなる時でも 8時間労働日，労働組合条件，モラル・ミニマム
賃金 (amoral minimum wage)が望ましい。jと提案されていた事実を無視するもので
はない。 F;舟hand Final Rゅort01 the Royal Commission on Labour， PP 1894 XXXV. 
Minority Report p. 146.この報告は，一般にトム・マン (TomMann， 1856-1941)がま
とめたものとされているが，今日では，シドニーが草稿を書いていたという事実がピアト
リスの「日記Jによって明らかにされている。したがって，ここでのMM賃金の提案もシ
ドニーによってなされたと解釈して，間違いはないと思われる。 cf.17 September 1893 
in N. and ]. Mackenzie ed.， The Diary. 01 Beatrice Webb vol. 2 op. cit.， p.35 
22) S. Webb， Socialism in England， op. cit.， p.49， 
23) Ibid.， p.54， 
24) LCCにおける「フェビアン協会」の活動については，次の文献を参照されたいo cf. A. 
M. McBriar， op. cit.， Ch. VIII，また「都市社会主義」に関する邦語文献として，さしあ
たり，犬童一男「ロンドンにおける都市社会主義Jr思想』第534号 (1968年12月)，福永智
全 119世紀末のロンドン州 (Countyof London)における政治変革Jr史学研究.]171号
(1986年6月)を参照されたい。


























25) Fourth Report斤omthe Royal Commission on Labour PP 1893-94 XXXIX Minutes 
of evidence， S. Webb， 3780. 以下， I労働に関する王立委員会Jでの証言は， S. Webb， 
3780.のように記す。
26) 本稿でふれることはできないが，ロンドン学校委員会で「公正賃金」を実現させるにあ
たり， A. ベサント (Annie Besant， 1847-1933) とS.ヘッドラム (Rev. Stewart D. 
Headlam， 1847-1924)のふたりの(当時)フェビアン協会員の果たした役割はおおきかっ
た。 cf.D. Rubinstein，“Annie Besant and Stewart Headlam: The London School 
Board Election of 1888" East London Papers vol. 13 no.1 (Summer 1970) pp.3-24. 
27) LCCの「公正賃金」運動の発端とその発展については， G. Gibbon and R. W. BeU， 
Hおtoη 01the London County Council， 1889-1939 (London 1939) Chapter 9を参ノ


























28) Passfield Papers Sec. VI Item 56 S. Webb，“The“Economic Heresies" of the 
London County Council" in“London" Uournal 01 civic and socialρrogress) 16 Aug. 
1894 p.521.なお， この講演は，注9引)でで、引用した
men此t"の原型となつたものてでで、約、ある。Paおssfie凶ldPapersは， The British Library of Political 
and Economic Science (LSE付属図書館)に所蔵されるもので，以下では， PP， VI Item 
56のように略記する。
29) S. Webb， 3782. 
30) Cf. London School Board， Minutes 01 Proceedings， vol. XXX (7) no. 713 p.392 7th. 
February 1889 学校委員会については，邦語文献では，大田直子『イギリス教育行政制度
成立史，] (東京大学出版会 1992年)がくわしい。
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不熟練煉瓦積工およぴ一般労働組合 (TheN avvies' Bricklayers' -labourers and 





いるマウレム杜 (Messrs.Mowlem)が 1時間当たり 5.5ペンスで労働者を雇用して
いるとして，手紙で告発したのだった。これを受けて， LCCは同社との間で手紙をや
り取りし，また別にハンフリーからの聞き取りを行い独自調査を行った。その結果，
1891年 2月に， LCC はハンフリーの告発を事実と認め，マウレム社は先に掲げた1889
年 3月の決議を破っているとの結論を出した問。
そして，不熟練労働者に対して 1時間 6ペンスの賃金率を保証するという動きは，
1891年 5月に， LCC内の公園委員会 (ParksCommittee)が直接雇用している不熟練
労働者の賃金にも，一部反映されることになる。すなわち，同委員会が雇用している
普通の公園管理人 (ordinarypark constables) に対して， LCCが冬の 3ヶ月間は，




31) London County Council， Minute 01 Proceedings， no.9 p.70. 21st. March 1889 な
お，ロンドン学校委員会と LCCの議事録は， Greater London Record Officeに所蔵され
ているものを使用した。
32) London County Council， Adjourned report 01 the S]μcial Committee on Contracお
(24th February 1891) in Minutes 01 Proceedings， no.12 p.379. 24th. March 1891 
33) Ibid.， p.379 調査経過の詳細については，この「継続報告J(Adjourned report) を参
照されたい。
34) Sir T. H. Farrer， Bart.“The London County Council's Wages Bill." in Fourth 
Report 01 the Royal Commission on Labour， op. cit.， p. 296. 

























35) Ibid.， p. 296. 
36) パーンズは，遅くとも 1890年 9月3日の段階で，基準として「労働組合賃金率」を採用







はなかった。くわしくは， London County Council， Minutes 01 Proceedings， no. 14-17 
pp. 414，417，444-445，447，474-475， 478-48110th. 17th. 24th. May 1892を参照されたい。
37) S. Webb，“The Work of London County Council" op. cit.， p.143. 































の次の証言を参照されたい。 T.H. Farrer， 7689-8095 (1893年 1月27日)
40) S. Webb，“The W ork of London County Council" op. cit.， p.144. 
コンベンショナル・ミニマム，モラル・ミニマム，ナショナル・ミニマム 藤井 透 95 
シドニーを，一言で表すと，経済学的にはリカードの地代論に依拠しながらも，社会























究されてこなかった。そのなかで， W. Wolfe. From Radicalism to Socialism， Men and 
Ideas in the Formation 01 Fabian Socialists Doctrines， 1881-1889 (N ew Haven， 1975) 
は参考になる。
42) シドニーの経済学については， S. Webb，“The Rate of Interest and Laws of Distribi司
tion"， Quaterly Journal 01 Economics vol. 2 (J anuary 1888) pp. 188-208.を参照された
い。また，邦語文献では，佐藤博樹「ウェッブ社会理論の再構成Jr日本労働協会雑誌.1258
号(1980年 9月)53-64頁，が参照に値する。
43) ここで参照した文献は以下のとおりである。 S.Webb， 
Community" The Practical Socialist， vol. 1. nO.2. (Feb. 1886) pp.37-39. do.， '‘What 
Socialism Means; A Call to the Unconverted" The Practical Socialists， vol. 1 nO.6 
(J une 1886) pp. 89-93. do，“Some Economic Errors of Socialists and others" The 
Practical Socialists， vol. 2 no. 14 (Feb. 1887) pp. 14-16， vol. 2 no. 15 (Mar. 1887) pp.31 
-34， vol. 2 nO.16 (Apr. 1887) pp.40-41. vol. 2 nO.17 (May 1887) pp.47-49. vol. 2ノ






















、no.18 (J une 1887) p. 56.なお，最後の引用文は， do.“The Economics of a Positivist 
Community， op. cit.， p. 39による。また，資本家の「道徳化」に関するフェビアン協会内
での議論は，“Economicsof a Positivist Community" in The Practical Socialist， vol. 







は，ウェッブ夫妻が想定していた“理想的資本家"像と解釈すべきであろう。 S.& B. Webb， 
lndustrial Democracy， op. cit.， p. 662，邦訳書， 802頁。



























45) 1909年「賃金委員会法」については，さしあたり， J. A. Schmiechen， Sweated lndustries 







いる」と。 cf.3 Hansard 350 (13 February 1891) col. 647. 
47) われわれが確認するかぎり， r産業民主制論』の中では二箇所で言及されているに過ぎな
い。 S.& B. Webb， lndustrial Democracy， op. cit.， pp. 557， 595，邦訳書， 671， 716頁。










では「既得利益説J(Doctrine of Vested Interests)が支配的であり，次に19世紀中
葉から1880年までは「需要供給説J(Doctrine of Supply and Demand)が，そして

















ての要約J(Summary of Methods and Regulations以下では， 1要約」と略記する)
48) Ibid.， p.586，邦訳書， 707頁。
コンベンショナル・ミニマム，モラル・ミニマム，ナショナル・ミニマム 藤井 透 99 
が，それで、ある4的。「要約」と『産業民主制論』の内容を比較してみると，次のような





















49) Iウェッブ労働組合文書J(以下， WTUCと略記する。)は，文書の性格によって 5つに分
類(section)され，最終的には1948年に収集が完結された。本稿が利用したものは， Section 
A I主要な手書き資料J(Chiefly manuscript material)で，全体は54巻からなっており，
そのうちの49巻から54巻までが， r産業民主制論』の草稿となっている。ここで検討する「要




れているが，内容はまったく同じものである。 cf.WTUC sec. A vol. 48 no. 9“Summary 
of methods and regulations" pp.411-427. (tY1りescri戸t)， vol. 54 no 2“Summary of 
































51) r既得利益説」の整理は， S. & B. Webb， lndustrial Democracy， op. cit.， pp.562-563. 
邦訳書， 678頁。から， r需要供給説」は Ibid.，pp. 573-574.邦訳書， 691-692頁。からそれ
ぞれ行った。
52) 以下で引用するウェッブ夫妻の叙述は， とくに断りのない限り， Ibid.， pp. 582-599，邦
訳書， 701-720頁。からのものである。

































































































53) Ibid.， pp. 247-278，邦訳書， 292-329頁。を参照されたい。




























55) B. Webb， Our Partnership， op. cit.， p. 52.同じ「日記」からも，この記述の“誇張"
はうかがえる。すなわち 3ヶ月後の1897年 8月末の日記にも 12，3週間，わたしとシ
ドニーは書物全体のなかで，最もきぴしい章である[労働組合主義の]経済的特質を書き
直すことに，非常に苦労した」と記されていた。 27August 1897 in N. and J. MacKenzie 
ed.， The DiaηI 01 Beatrice W旨bb，vol. 2， op. cit.， p. 122 































56) S. & B. Webb， Industr必lDemocracy， op. cit.， pp.586-587，邦訳書， 706頁。



















57) Ibid， p. 593，邦訳書， 715頁。
